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*  本研究のために，筆者らは，EUIJ (EU Institute of Japan) Joint Research Study Group 
“EU  Economy”研究予算，一橋大学研究プロジェクト予算｢ EU の経済に関する研
究｣ ( 研究代表：小川英治) ，科学研究費補助金基盤研究(A) ｢ ユーロ導入と EU 拡
大が EU 経済に及ぼす影響｣ ( 課題番号:18203015 ，研究代表：小川英治) からの資
金的支援を得た。また，Timothy  Frye 教授( コロンビア大学) ，William  Tompson
氏( OECD) ，田中素香教授( 中央大学) 及び杉浦史和氏( 帝京大学) からは，本研究
に資する有益なコメントや資料の提供を賜った。ここに記して謝意を表したい。  EU の東方拡大と直接投資( 岩﨑・菅沼)  
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１．はじめに 
 2007 年 1月，ブルガリアとルーマニアの新規加盟が実現し，欧州連合(EU)














入れ能力の限界論｣ や｢ 拡大疲れ｣ の声が相次いだのは， この観点から無理もない
のである







                                                         
1   例えば，2006 年 6 月のブリュッセル欧州理事会で，シラク仏大統領は｢ 加盟拡大
は EU の吸収能力を考慮して進めるべき｣ と述べ，EU の受け入れ能力が既に限界
を迎えたと訴えている(2006 年 6月 17 日付日本経済新聞) 。なお，欧州理事会
(European  Council)とは，EU 加盟国首脳及び EU 執行機関に当る欧州委員会
(European  Commission)議長により構成される最高協議機関で，EU 発展の一般戦
略や共通外交安全保障政策の基本方針等を定めている。いわゆる EU サミット。  EU の東方拡大と直接投資( 岩﨑・菅沼)  
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その政治的メリットは勿論， Baldwin et al. (1997)や Breuss (2001)のシミュレーシ
ョン結果が示唆するように， 自国の経済的利益も相当なものだけに尚更である。  
EU 拡大は，それに先立つ外交交渉の段階で既に経済的果実の一部を中東欧
加盟候補国にもたらした。諸外国からの直接投資はその典型例である。表１の
通り，1989 ～2005 年の 17 年間に中東欧・旧ソ連 21 カ国に投じられた直接投資
は，総額 3,749 億ドルに達するが，ポーランド他新規加盟 10 カ国には，その
70.1 ％(2,628 億ドル) が集中した。これら EU 新 10 カ国とその他 11 カ国の格
差は，国民一人当たりの累積投資額で見ると 2,571 ドル対 482 ドルと 5 倍超に




る(Estrin et al. 2000; Marinova and Marinov 2003; Stephan 2006; Dallago and Iwasaki 
2007)。従って，EU 加盟の是非で分かたれた国家グループ間の著しい直接投資
ギャップは， 移行期だけでなく， 将来の経済発展にも大きく影響するであろう。 











ルガリア及びルーマニアの新規加盟に至る EU 第 5 次拡大プロセスの政治段階
を把握する。第 3節では，EU 加盟交渉の直接投資促進効果を理論的に考察す
る。続く第 4 節では，理論仮説の実証的な検証を行う。そして，最後に分析結
果の要約と筆者らの結論を述べる。 EU の東方拡大と直接投資( 岩﨑・菅沼)  
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２．EU 東方拡大の政治行程
2  
 1989 年 11 月，市民の手でベルリンの壁に穴が穿たれたその瞬間，イデオロ
ギーによる欧州分断の時代が幕を下ろした。それは同時に，民主主義と市場原
理に基づいた地域統合の気運到来を意味するものであった。この絶好の機会に







加の布石として EFTA 加盟を打診した事実はその端的な現れであった。 












                                                         
2   本節の記述は， 特に断りのないかぎり， Ott and Inglis (2002)， EU公開資料(http://ec. 
europa.eu/)，日本国外務省 EU 関連公開情報(http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/eu 
/index.html)及び Financial Times， Népszabadság (ハンガリー有力日刊紙)， 日本経済
新聞各紙の新聞報道に基づいている。 
3   田中(1999) が述べているように，欧州協定は，中東欧諸国の共同体加盟を前文に
謳っている点で， 北アフリカ諸国との間で締結された連合協定等とは全く性格を
異にしている。準加盟協定と呼ばれた所以である。 
4   なお，チェコとスロバキアは，連邦国家の分裂を受けて，1993 年 10 月に EU と
欧州協定を再締結している。ただし，これは極めて形式的な手続であった。 EU の東方拡大と直接投資( 岩﨑・菅沼)  
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の対応振りが，統一欧州参加への初の試金石として内外から注目を集めた。 





階に入ったという意味で大きく前進した( 田中 2002) 。 中東欧諸国のレベルでは，
コペンハーゲン欧州理事会の決断に呼応し，欧州協定の発効を達成した国から
次々となされた加盟申請が，EU 参加実現の第 2ステップとなった。その一番
手は，1994 年のハンガリーとポーランドであり，翌 1995 年にはルーマニア，
スロバキア，ブルガリア及びバルト 3 カ国が，1996 年にはチェコとスロベニア













                                                         
5   その内容は次の通り。[ 政治的基準] 民主主義，法の支配，人権及び少数民族の尊
重と保護を保障する諸制度の安定， [ 経済的基準] 機能する市場経済及び連合内で
の競争圧力と市場の力に対応する能力の存在，[ 加盟国義務遂行能力基準] 政治・
経済・通貨同盟が掲げる諸目的の遵守を含む加盟国義務受入能力。 
6   1989 年 12 月 12 日付日本経済新聞。 
7   例えば，1994 年 5 月に欧州の主要 8 紙が，加盟 12 カ国の市民を対象に実施した
合同世論調査の結果によれば，チェコ，ハンガリー，ポーランド，スロバキアの
新規加盟に対して｢ 好ましい｣ と回答した市民は 50 ％に達し，｢ 好ましくない｣ と
いう回答率 30 ％を大幅に上回った(1994 年 6 月 1 日付日本経済新聞) 。 
8   事実，1994 年 4 月にハンガリーを訪問したチェルノムィルディン首相は，記者会
見で｢ ハンガリーの加盟申請を支持すると共に，( ロシアも) 申請準備を進めてい
る｣ と述べている( 括弧内筆者) 。またその後，エリツィン大統領もフィンランド
訪問時に，ロシアの欧州統合への一環として｢ EU に加盟する用意がある｣ と記者EU の東方拡大と直接投資( 岩﨑・菅沼)  
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えた EU 基本法改正問題を討議する 1996 年政府間会合(IGC)での合意形成の不
確実性などが， 悪材料として不安視されていた。 事実， これらの問題故に， 1995





 EU 東方拡大に纏わるこのような不透明感は，1996 年 3 月のトリノ欧州理事
会を皮切りに約 4 ヶ月間を費やして行われた IGC が， 焦点の機構改革で抜本的
な決定を行うことは適わなかったものの，まがりなりにもマーストリヒト条約
改正の基本合意に達したことで大きく解消された
10 。その約 1 年後の 1997 年 7
月，加盟申請国の政治・経済体制に関する広範な調査活動を終えた欧州委員会
は，ストラスブールの全体会合において｢ アジェンダ 2000 ｣ を採択，既に加盟交
渉が決定していたキプロスに，チェコ，ハンガリー，ポーランド，エストニア
及びスロベニアを加えた 6 カ国を第一加盟候補国と認定した上で， 19 98 年初頭
からこれらの国々と正式交渉を始め， 2002 年迄にその新規加盟を実現する計画
を発表した
11 。同年 12 月に開かれたルクセンブルグ欧州理事会は，欧州委員会
の提言を是認すると共に，ブルガリア，ラトビア，リトアニア，ルーマニア及
                                                                                                                                                 
団に語っている(1994 年 4 月 1 日付及び 1997 年 3 月 23 日付日本経済新聞) 。 
9   1995 年 12 月 17 日付日本経済新聞及び Financial Times, December 18, 1995。 
10   IGC の合意内容は，1997 年 6月のアムステルダム欧州理事会で承認され，同年
10 月にアムステルダム条約として調印，1999 年 5 月に発効している。 
11   ｢ アジェンダ 2000 ｣ は東方拡大の重大文書だが，紙幅の都合上，内容には深く立
ち入らない。詳しくは，田中(1999,pp.10 - 15) 及び百済(2000) を参照。 EU の東方拡大と直接投資( 岩﨑・菅沼)  
  6  
びスロバキアの 5 カ国とは，加盟条件の整備に向けた予備交渉を行うことを申
し合わせた。但し，EU 首脳らは，加盟交渉の｢ 差別化原則｣ を強調し，交渉第
一陣の 6 カ国についても，準備状況の進捗度に応じて加盟時期に差をつける可
能性があることを示唆した。翌 1998 年，チェコ以下中東欧 5 カ国( ルクセンブ
ルグ・グループ) の加盟交渉は，予定通り 3 月一斉に開始された。また，これら
第一加盟候補国と並行する形で，欧州委員会と予備交渉を進めたブルガリア他
5 カ国も， 1999 年 12 月のヘルシンキ欧州理事会に至り， ついに加盟交渉第二陣
( ヘルシンキ･ グループ) と認定され，翌 2000 年 2 月から正式交渉へ移行した。












実現を危ぶませる懸念材料が一掃されたわけではない。 第 1 に， 連合 25 カ国体
制の発足に不可欠な EU基本法の再改定を討議する 2000 年の IGC 会議
14 やその
合意内容であるニース条約の連合各国における批准作業には，常に大きな政治
的困難が伴い，その行方に加盟申請国は固唾を呑んだが，2001 年 6 月にアイル
                                                         
12   例えば， 1997 年 1 月 28 日付日本経済新聞によると， ハンガリーのホルン首相( 当
時) は，EU加盟時期について｢ 早ければ 2000 年にも実現できる｣ と述べている。 
13  2001 年 8月 15 日付日本経済新聞には，次のような報道がある。｢ 日本企業は東
欧での現地生産を加速している。( 中略) 東欧などが EU に加盟すれば，企業が東
欧で生産しても EU 域内の販売は完全に自由になるほか，規制も EU 他国と同じ
になる。メーカーの関心は東欧諸国の安い労働賃金，地価に集まる。加盟により
進出企業のすそ野が広がるのは確実だ｣。 この記事は，ほんの一例に過ぎない。 
14   IGC は，1996 年会議と同様に肝心の機構改革について再び必要な合意を達成で
きず，有識者やマスコミからの厳しい非難に晒されたが，東方拡大の実現という
観点からは，加盟国の妥協を肯定的に捉える意見もある(Heinemann 2002; 2003)。  EU の東方拡大と直接投資( 岩﨑・菅沼)  
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では｢ 市場経済化に伴う急激な社会変革に対する疲労感｣ 等から，拡大 EU への
期待が大きく後退したのである



















                                                         
15   一例を挙げると，1999 年にポーランドの公共問題研究所が行った世論調査によ
れば，ポーランド国民の加盟支持率は 47 ％と過去を通じて初めて 5割を下回っ
た(1996 年の調査の支持率は 70 ％超) 。 また， 欧州委員会が域内市民を対象に 2000
年に実施した定期世論調査(Eurobarometer)は， 中東欧諸国の新規加盟に対する EU
市民の支持率が 38 ％に過ぎないことを明らかしている( Financial  Times,  May  25, 
2000, 1999 年 10 月 21 日付及び 2000 年 10 月 27 日付日本経済新聞) 。 
16   2001 年 6 月 12 日付日本経済新聞。 
17   Financial Times, October 21, 2002.  なお，この時の賛成率は 62.9 ％であった。 
18   2001 年 6 月 12 日付日本経済新聞及び Financial Times, June 18, 2001。 
19   基本条約から，協定，規則，指令，判例法等を包括した EU 法体系の総称。 EU の東方拡大と直接投資( 岩﨑・菅沼)  
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渉進展度の国家間格差が顕著となるにつれて，加盟順序が大きく変動する恐れ
が浮上したことの 2 点であった。事実，第一加盟候補国で構成されるルクセン
ブルグ・グループですら，1998 年当初の楽観的予測を大きく裏切り，交渉 4 年
目に入った 2001 年の時点でも， その年内終結は絶望的であった。 これに加えて，
同年 8 月に明らかにされた交渉内容の中間結果によれば，｢ アキ｣ 全 31 項目中，
筆頭のハンガリーが 22 項目，チェコ，エストニア，スロバキア及びスロベニア
が 19 ～20 項目について， 欧州委員会との交渉を完了していたのに対して， ポー




 このような状況の中で EU が下した判断は，加盟候補国グループの再編成で
あった。即ち，2001 年 12 月のラーケン欧州理事会は，ヘルシンキ･ グループに
属すスロバキア，ラトビア，リトアニアの 3 カ国を加盟候補の第一陣に格上げ
し，2004 年に 10 カ国を一斉加盟させる可能性を議長総括で示した。この｢ ビッ
グバン型｣ 拡大方針は，2002 年 6月のセビリア欧州理事会で改めて首脳らに確







 ハンガリー他交渉終結国に残された最後の政治的課題は， 2003 年 4 月にアテ
ネで調印された加盟条約の国内批准であったが，このハードルはどの国におい
ても，市民の圧倒的多数が国民投票で賛成票を投じたことで難なく克服された
22 。また，加盟レースに取り残されたブルガリアとルーマニアも，2004 年 5 月
                                                         
20  2001 年 8 月 15 日付日本経済新聞。 
21   実際，移行措置の適用数は国によって異なり，加盟交渉が遅れ気味だったポーラ
ンドやラトビアでは 31 項目中 10 項目を超えていた( 田中 2002,p.169) 。 
22   但し，投票率自体は予想以上に低調で，ハンガリーで 45.6 ％，スロバキアで
51.7 ％，チェコで 54.9 ％，ポーランドで 56.2 ％であった。中東欧市民のこのよ
うな投票行動は，EU 加盟に対するアンビバレントな国民心理を反映するものでEU の東方拡大と直接投資( 岩﨑・菅沼)  
  9  
の EU25 カ国体制の成立から 7 ヵ月後にブリュッセルで開かれた欧州理事会に
おいて加盟交渉の完了が認められ，2007 年 1 月の加盟が事実上承認された。両






る証しであろう。なお，EU 加盟を果たしたこれら 10 カ国の他に，統一市場へ
の参加に正式に名乗りを上げた国にクロアチアとマケドニアがある。同 2 ヶ国





25 を 2001 年 10 月に調
印した後，2003 年 2 月に EU 加盟を正式に申請，2004 年 6 月のブリュッセル欧
州理事会での決定を経て，2005 年 10 月から欧州委員会との加盟交渉に入って
いる。 クロアチア政府は， 当初ブルガリア及びルーマニアと共に 2007 年の加盟
を目指したが，それは適わず，次の機会を窺う状態にある
26 。一方のマケドニ
アは，クロアチアに先立つ 2001 年 4 月に安定化・連合協定を締結，2004 年 3
月に加盟申請を果たし，翌 2005 年 12 月にはブリュッセル欧州理事会で加盟国




                                                                                                                                                 
あろう( 例として Népszabadság, April 14, 2003 の報道振りを参照) 。 
23   両国の加盟交渉内容は，吉井(2005;2006) に詳しい。 
24   セルビア・モンテネグロの EU 加盟問題は，阿部(2005) を参照。 
25   同協定には，(1) 政治対話，(2) 地域協力，(3) 工業製品と大半の農産品を対象と
する自由貿易圏の創出，( 5) 国内法と｢ アキ｣ との調和，(6) 安全保障を含む EU 政
策分野での広範な協力等が盛り込まれており，EU と西バルカン諸国の関係に関
する加盟までの契約的枠組が提供されている( 駐日欧州委員会代表部 2006,p.6) 。  
26   Financial Times, January 13, 2004. EU の東方拡大と直接投資( 岩﨑・菅沼)  
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送られる公算が高いと報じられている
27 。 















３．直接投資促進要因としての EU 加盟交渉 
 EU 東方拡大が，中東欧加盟候補国への直接投資を促すと考えられる理論的




的アンカー｣ として機能し， 当該国への投資リスクを軽減するという見方である。  
 EU 域内市場との貿易自由化は，加盟交渉第一段階である欧州協定の締結を
機に直ちに着手された。EU と中東欧 10 カ国は，同協定が定める個別スケジュ
ールに従って，双方からの輸入品に対する関税・非関税障壁の段階的撤廃を相
互に義務づけた
28 。1993 年 6 月のコペンハーゲン欧州理事会は，この措置を更
                                                         
27   2006 年 12 月 15 日付日本経済新聞。 
28   欧州協定に規定された自由貿易圏移行の猶予期間は，ブルガリア，チェコ，ハンEU の東方拡大と直接投資( 岩﨑・菅沼)  






に対する協定締結国の関税率は，1997 年までに漸次 0 ％へ引き下げられた。ま
た， ｢ 特例品目｣ (sensitive products)に課せられた輸入関税の殆ども 2002 年までに
全廃されている(Koutrakos 2002, pp. 376-377)
29 。 
 自由貿易圏の早期実現を図る以上の諸措置は，EU と中東欧 10 ヶ国の交易拡
大に絶大な効果を及ぼした。事実，ハンガリー，ポーランド及びブルガリアの
輸出( 輸入) 総額に占める EEC・EU のシェアは，1989 年の 24.7(28.5) ％，
32.1(33.8) ％及び 19.5(35.0) ％から，1997 年には各々 71.2(62.4) ％，
64.2(63.8) ％及び 44.9(41.9) ％にも達した。貿易額そのものも急増した。例え
ば， 同期間のハンガリーの輸出( 輸入) 総額はドル建てで 1.98(2.41) 倍も増加し
たが， EU15 カ国との取引額は 5.70(5.21) 倍と驚異的な伸びを示している
30 。 無










                                                                                                                                                 
ガリー，ポーランド，ルーマニア，スロバキアが 10 年間，リトアニア及びスロ
ベニアが 6 年間，ラトビアが 4 年間であった。このような猶予期間が設定されな
かったのは，唯一エストニアのみである(Koutrakos 2002, p. 375)。 
29   なお，農業産品の貿易自由化はより慎重が期され，EU と協定締結国の間で品目
毎に関税率や輸入割当の削減スケジュールが決められた(op. cit.)。 
30   西村(2000,p.9) 及びハンガリー統計年鑑各年版に基づく筆者の算定。 EU の東方拡大と直接投資( 岩﨑・菅沼)  
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当該国の投資額は， 二時点間の均衡値の差であるK1-K0分増大することになる。  













均して企業投資の 49.7 ％及び製品輸出の 72.3 ％が， これら外資系企業によって




はならない。即ち，欧州協定や｢ アジェンダ 2000 ｣ の中で EU 側がコミットした
金融・技術支援は，構造・結束基金，PHARE( 経済再建支援) ，SAPARD( 農業








発表されたが，この点に分析的注意を払った論考は意外にも少ない。表３にはEU の東方拡大と直接投資( 岩﨑・菅沼)  
  14  
その数少ない先行研究 8 点が列挙されている。筆者らが確認した範囲で最も先
駆的な業績は，Brenton et al. (1999)である。彼らは，1990 年代半ばの累積直接
投資額を従属変数とする重力モデルの独立変数に，CIS 諸国ダミーと共に EU
第 1 加盟候補国ダミーと第 2 加盟候補国ダミーを採用し，その符号関係と係数
値の大小関係から，第 1 に，前者は後者よりも有意により多くの直接投資を享
受していること，第 2 に，これら EU 加盟候補国には，全体として CIS 諸国よ
りも多額の外国資本が投下されていることを確認している。次の Bevan  and 
Estrin (2000)は，EU 加盟交渉の投資誘因効果により大きな関心を払った実証研
究である。即ち，彼らは，1994 年 12 月にエッセン欧州理事会が採用した｢ 加盟
前戦略｣ や1997 年に欧州委員会が打ち出した｢ アジェンダ2000 ｣ のアナウンスメ
ント効果に着目し，パネルデータ分析の結果，｢ アジェンダ 2000 ｣ が第 1 加盟候
補国と認定した国々への 1 ％水準で正に有意なインパクトを見出している。 
Brenton et al. (1999)や Bevan and Estrin (2000)に続いて発表された残り 6 点の
先行研究は，方法論的観点から大別して 2 つのグループに区分し得る。第 1 の
グループは，EU 東方拡大に関わる欧州理事会や欧州委員会の重大決定事項に
注目し，その直接投資への効果を検証するものであり，鈴木・菅沼( 2007 ) が該
当する。第 2 のグループは，特定の分析対象国が EU 加盟候補国であるか否か
に着目した実証研究であり，Assenov (2003)及び菅沼( 2006 ) がここに含まれる。
残る Bevan  and  Estrin  (2004)，Egger  and  Pfaffermayr  (2004b)及び Clausing  and 










の一部のみを捉え，当該期間を全て 1 で表現するダミー変数は，その直接投資EU の東方拡大と直接投資( 岩﨑・菅沼)  














思決定に大きな影響を及ぼすと主張している( 池間 1992) 。 
  この OLI アプローチに対して，近年の多国籍企業論は，上述の所有優位性と
立地優位性のアイデアを国際貿易の一般均衡モデルに組み入れ，多国籍企業の
創発を内生的に取り扱うことで新たな理論的見地を開いた(Helpman  1984; 
Horstmann and Markusen 1992; Brainard 1997; Marksen and Venables 1998; 2000)。
それによると， 多国籍企業には 2 つの発生形態がある。 第 1 形態である｢ 水平型
多国籍企業｣ (horizontal multinationals)は， 現地生産のメリット( 近接性の優位) が
本国で集約的に生産を組織するメリット( 集中化の優位) を凌駕する場合に生じ




デルは，旧来の OLI アプローチとは一線を画す理論体系に立脚している。 
旧社会主義圏の直接投資は，基本的に，以上に述べた何れの理論的立場から
も接近可能であると考えられている。更に実証論的には，双方共に，近接性とEU の東方拡大と直接投資( 岩﨑・菅沼)  
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同様に直接投資の阻害要因として作用するので，負の値を取ると推測する。こ
こでも，第 1 段階と同様に FDIp を従属変数とする推計を合わせて行う。 
 本節では，3通りの方法を用いて EU 東方拡大の直接投資促進効果を検証す
る。第 1 の手法は，連合協定締結年及びそれ以降を 1 とする加盟候補国ダミー
(ACCCAN)の推計である。 同変数は， 先行研究の接近法を踏襲するものであり，
推計結果を比較する際のベンチマークとなる。ここでは，直接投資促進効果は
交渉 ・ 加盟期間を通じて常に一定であることが暗黙裡に仮定されている( 一定効
果仮説) 。 第 2 の方法は， 加盟交渉プロセスが異なる 4 つの政治段階から成る点
に配慮した加盟交渉進捗ダミー(ACCSTE)の利用であり，同変数には，連合協定
締結段階では 1 ，加盟申請段階では 2 ，加盟交渉段階では 3 ，交渉終結・加盟段
階では 4 の値が与えられる。つまり，同変数は，加盟交渉が段階を追って前進
するに伴い，EU 東方拡大の直接投資誘引効果も比例的に増大するとの想定に




説) 。即ち，これら 3 つの方法の中で最も一般性が高い接近法である。 








定に立って， 先述の ACCCAN 以下加盟交渉変数を設定する。以上に述べた実証
分析に用いる諸変数の記述統計量，定義及び出典は，Appendix の通りである。  
 表４が，実証分析第 1 段階の主要な結果である。推計方法の特定化に関する
Breusch-Pagan 検定及び Hausman 検定の結果，全てのモデルについて変量効果
                                                         
36   岩﨑の本田技研工業， 三菱商事， ロシア NIS 貿易会及び日本貿易振興機構に対す
る聞き取り調査。関係各位のご厚意に感謝する。 EU の東方拡大と直接投資( 岩﨑・菅沼)  
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 EU 東方拡大変数は，大変興味深い推計結果を示した。ACCCAN が正に有意
であることは，先行研究の実証成果が本稿にほぼ再現されたことを意味してい
る。しかし，加盟交渉プロセスが複数の政治段階から成ることに考慮した




 但し，モデル(C) 及び(F) の推計結果から，ACCSTE の背後にある仮説，即ち
加盟交渉のステップアップが外国資本を比例的に誘引するという仮説にも問題
点がないわけではないことが分かる。それは，交渉終結・加盟段階変数である








                                                         
37  モデル(C) は， 4 種類の加盟段階ダミーの係数値が全て等しいという帰無仮説を F
検定で棄却できない。しかし，NEGSTA と EUASTA 及び NEGSTA と FINSTA の係
数値が 5 ％水準で有意に異なることは，Wald 検定によって確認されている。 EU の東方拡大と直接投資( 岩﨑・菅沼)  











している( 表５) 。但し，MARSIM は，一人当たりの直接投資額を従属変数とす
る場合に，また，PRISEC や GDPGRO は，Hausman 検定により固定効果モデル
が選択された場合にその統計的有意性を大きく失う。それ以上に注目すべきは
EU 東方拡大変数の推計結果である。即ち，重力モデルでは，従属変数の如何
に拘らず ACCCAN は非有意な一方，EUASTA は 1 ％水準で正に有意となった。
ACCCAN の非有意性は，分析対象が EU 加盟を達成した中東欧諸国に限定され
る場合，加盟交渉期間を通じて直接投資誘引効果が一定であるというシンプル
な仮定は，EU 拡大の効果を検証する上で不適当な見解であることを意味して
いる。一方，EUASTA がその他 3 つのダミー変数に相等する高い有意性を示し
たことは，世界の名立たる有力多国籍企業がその背後に控えている日米欧主要





                                                         




中退席するなど，会合は大荒れとなった｣ (2002 年 7月 9日付日本経済新聞，括
弧内筆者) 。 
39   岩﨑・佐藤(2004) 及び 2002 年 5 月 14 日付日本経済新聞を参照。 
40   なお，表４及び表５の計量モデルは，ホスト国や国家間関係の個別効果と共に,
時間効果をもコントロールしたいわゆる二元配置モデル(two-way  model)で推計
した場合でも，ほぼ同じ分析結果を示した。 EU の東方拡大と直接投資( 岩﨑・菅沼)  



















レーションによれば，クロアチアとマケドニアを加えた中東欧 12 ヶ国が 1990





説的予想を超える福音を，これらの国々にもたらしたといえるのである。 EU の東方拡大と直接投資( 岩﨑・菅沼)  
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ポーランド 75,733 1,985 38.16
ロシア連邦 65,567 459 142.80
チェコ 56,529 5,514 10.25
ハンガリー 56,294 5,587 10.08
ルーマニア 23,977 1,110 21.61
ウクライナ 16,236 348 46.70
スロバキア 14,248 2,644 5.39
ブルガリア 12,790 1,657 7.72
クロアチア 12,538 2,822 4.44
エストニア 7,998 5,948 1.34
リトアニア 5,581 1,640 3.40
セルビア・モンテネグロ 5,429 662 8.20
スロベニア 5,193 2,592 2.00
ラトビア 4,497 1,960 2.29
グルジア 2,383 530 4.50
ベラルーシ 2,258 230 9.80
ボスニア・ヘルツェゴビナ 2,058 528 3.90
アルバニア 1,680 536 3.14
アルメニア 1,455 455 3.20
マケドニア旧ユーゴスラビア 1,282 629 2.04
モルドヴァ 1,145 318 3.60
中東欧・旧ソ連21 カ国合計 374,8711,120 334.57
EU新規加盟10 カ国
 2 262,8402,571 102.25
その他11 カ国
 2 112,031 482 232.32
( 注1 ) 2005 年末ないし2006 年初頭。
( 注2 ) 国民一人当たりの投資額は，各国総人口の加重平均値。
表１  中東欧・旧ソ連21 カ国への直接投資実績( 1989 ～2005 年)
( 出所) UNCTAD, 国連統計局，EUROSTAT及びCIS国家間統計委員会公表
データに基づき筆者作成。



































12 ラーケン 欧州理事会， EU拡大のビッグバン 方針を表明
















 26投資本国 投資享受国 検証方法 推計結果















( CEE1st)( 1 : チェコ，ハンガリー，
ポーランド，スロベニア，バルト
諸国) ;  EU第2 加盟候補国ダミー











GNP(+) ;  総人口(+) ;  2 国間距離(-
) ;  経済自由化度(-) ;  CIS諸国ダ
ミー(-)











ント効果ダミー( ESSEN)( 1 ：1995
年以降) ;  ｢ アジェンダ2000 ｣ 第1 加
盟候補国ダミー
(AGEND1)（1997 年以降，１：該当
国) ;  第2 加盟候補国ダミー





国民1 人当たりGDP(+) ;  労働コス
ト(-) ; 二国間距離(-) ;  事業環境の
良好性(+) ;  近接性( ドイツとの距
離)(+) ;  信用ランキング(+)









EU加盟序数ダミー( EU dummy)( 2 ：







先進国のGDP成長率(+) ;  新興市場
向けFDI総額の変化率(+) ;  国民1 人
当たりGDP(+) ;  財政収支(+) ;  外
貨準備高の対GDP比率(+) ;  貯蓄/
投資比率(-) ;  金融分野の体制転換
度(+) ;  構造改革(+) ;  石油賦存性
(+) ;  為替システム(+) ;  1998 年金
融危機(-)



















投資本国GDP(+) ;  ホスト国
































投資本国 投資享受国 検証方法 推計結果






























ホスト国総人口(-) ;  投資本国の国
民1 人当たりGDP(+) ;  ホスト国の
国民1 人当たりGDP(+)







年以降，1 : 加盟候補国) ；｢ アジェ
ンダ2000 ｣ 第1 加盟候補国グループ
ダミー( firstw)( 1998 年以降，1 : 該当
国) ，｢ アジェンダ2000 ｣ 第2 加盟候





ホスト国GDP(+) ;  ホスト国1 人当
たりGDP(+) ;  労働コスト(-) ;  経
済開放度(+) ;  法人税率(-) ;  経済
困窮度(-)









総人口(+) ;  GDP成長率(+) ;  物価
上昇率(-) ;  貸出金利(-) ;  カント
リー・リスク(-) ;  経済自由化度
(+) ;  企業私有化進展度(+) ;  私有
化形態の開放性(+) ;  欧州市場への
近接性( ドイツとの直線距離)(-) ;
天然資源賦存性(+) ;  社会主義の年
数(-) ;  ロシア・ダミー(-)










体制移行政策進展度(+) ;  国民1 人
当たりGDP(+) ;  天然資源の輸出可





























EU 東方拡大効果の検証方法と推計結果図２  中東欧12 カ国のEU加盟交渉経緯
1991 年 1992 年 1993 年 1994 年 1995 年 1996 年 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年
12 1  3 12 5
12  3  3 12 5
12  4  3 12 5
12     6 2 12 5
2     6 2 12 1
 3 12 2 12 1
　　6 　11  3 12 5
　　6 10 2 12 5
　　6 　12 2 12 5
    6  3 12 5
  4  3
10 2 10







































平均 S.D. 中位数 Max. Min.
FDI j 1248.89 2257.93 301.5 15444 1直接投資総額( 百万ドル) UNCTAD公開データ
FDI ij 236.76 504.8057.92 4263.281.17 二国間直接投資総額( 百万ドル) OECD有償公開データ(Source OECD)
ACCCAN 0.39 0.49 0 1 0加盟候補国ダミー 筆者設定
ACCSTA 0.99 1.40 0 4 0加盟交渉進捗ダミー 筆者設定
EUASTA 0.06 0.24 0 1 0連合協定締結段階ダミー 筆者設定
APPSTA 0.12 0.32 0 1 0加盟申請段階ダミー 筆者設定
NEGSTA 0.13 0.33 0 1 0加盟交渉段階ダミー 筆者設定
FINSTA 0.08 0.27 0 1 0交渉終結・加盟段階ダミー 筆者設定
GDPSIZ 34408.12 69698.55 12583578017 168 直接投資享受国のドル建て国内総生産(GDP)規模( 百万ドル) World Bank (1996), EBRD, Transition Report
PRISEC 49.62 23.40 55 80 5直接投資享受国の対GDP民間セクター比率 EBRD, Transition Report及び各種資料・先行業績に基づき筆者推計
GDPGRO 0.69 10.50 3.3 86.0 -52.6 直接投資享受国の対前年度実質経済成長率( ％) World Bank (1996), EBRD, Transition Report
INFRAT 214.60 1044.9811.915606.5-1.2 直接投資享受国の対前年度物価上昇率( ％) World Bank (1996), EBRD, Transition Report
MARSIG 2185976.93 2754260.58 1305877 11928389 136447 直接投資享受国と投資本国の総合経済規模( 百万ドル) EBRD, Transition Report及びOECD公開データに基づき筆者算定
MARSIM 0.07 0.10 0.03 0.50 0.00 直接投資享受国と投資本国の経済規模近似性( 百万ドル) EBRD, Transition Report及びOECD公開データに基づき筆者算定
DISBRA 1615.56 656.79 1582.67 3295.44 704.33 直接投資享受国首都とブリュッセル市との直線距離( km ) 筆者算定
DISCAP 2723.92 2739.70 1431.69 9173.63 142.68 直接投資享受国と投資本国の首都間直線距離( km )  筆者算定
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